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処遇改善等加算の令和２年度の変更点 

 

 今般の改正は、国において、「平成 30 年の地方からの提案等に関する対応方針」（平成 30

年 12月 25日閣議決定）、「子ども・子育て支援新制度施行後５年の見直しに係る対応方針に

ついて」（令和元年 12 月 10 日子ども・子育て会議取りまとめ）、「令和元年の地方からの提

案等に関する対応方針」（令和元年 12 月 23 日閣議決定）、「待機児童解消、子どもの貧困対

策等の子ども・子育て支援施策に関する会計検査の結果について」（令和元年 12 月 20 日会

計検査院報告）を踏まえ、行われたものになります。 

 改正内容が多岐にわたることから、以下のとおり、今般の改正における変更点について整

理したのでご確認ください。 

なお、今回の改正内容は、令和２年４月１日以降に支給された処遇改善等加算から適用さ

れます。 

 

１ 制度改正概要 

（１）加算額の使途等の明確化 

 ア 公定価格における人件費の増額改定分に係る支給額について、その全額を職員の賃

金改善に確実に充てることを明確化 

   これまでは、人事院勧告を受けた国家公務員給与の改定を踏まえ、公定価格におけ

る人件費の引上げがなされた際、内閣府から発出された事務連絡上で明記されていた

内容が、今般の改正により処遇改善等加算通知上で明確化されました。 

 

改正前 改正後 

人事院勧告を受けた国家公務員給与

の改定を踏まえ、保育士・幼稚園教諭等

の給与が着実に改善されるよう、子ど

も・子育て支援新制度の公定価格におけ

る職員の人件費を引き上げたことによ

るものであること。 

各施設においては、引上げの趣旨や各

施設におけるこれまでの処遇改善等の

状況を踏まえ、引上げ分を適切に給与に

反映すること。 

 

加算Ⅰの賃金改善要件分及び加算Ⅱ

に係る加算額は、その全額を職員の賃金

の改善に確実に充てること。また、当該

改善の前提として、国家公務員の給与改

定に伴う公定価格における人件費の増

額改定（以下「増額改定」という。）分に

係る支給額についても、同様であるこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

別 紙 
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 イ 処遇改善の対象者や賃金改善額が恣意的に偏ることなく、改善が必要な職員に重点

的に講じられるよう留意する必要があることを明確化 

   これまでは、処遇改善等加算の目的を踏まえ、確実に賃金改善に充てるものとする

といった使途について触れられていましたが、今般の改正で賃金改善の対象者等にお

ける留意点について明確化されました。 

 

改正前 改正後 

処遇改善等加算Ⅰの賃金改善要件分

及び処遇改善等加算Ⅱに係る加算額に

ついては、「教育・保育の提供に携わる人

材の確保及び資質の向上を図り、質の高

い教育・保育を安定的に供給していくた

めに、「長く働くことができる」職場を構

築する」という目的に鑑み、確実に職員

の賃金改善に充てるものとする。 

処遇改善等加算による賃金の改善に

当たっては、「賃金体系の改善を通じて

『長く働くことができる』職場環境を構

築し、もって質の高い教育・保育の安定

的な供給に資するものとする」という目

的に鑑み、その方針をあらかじめ職員に

周知し、改善を行う賃金の項目以外の賃

金の項目（業績等に応じて変動するもの

を除く。）の水準を低下させないことを

前提に行うとともに、対象者や額が恣意

的に偏ることなく、改善が必要な職種の

職員に対して重点的に講じられるよう

留意すること。 

 

 

 ウ 処遇改善等加算Ⅰ・Ⅱの前年度残額については、加算当年度の賃金改善と切り分け

て支払状況・予定を確認することを明確化 

   これまでは、残額が生じた場合については、翌年度にその全額を賃金改善に充てる

ことが触れられていましたが、今般の改正でその残額の支払い完了を確認することに

ついて明確化されました。 

 

改正前 改正後 

加算実績額と賃金改善の実施に要し

た費用の総額を比較して差額が生じた

場合については、翌年度において、その

全額を賃金改善に充てること。 

加算当年度に係る加算残額について

は、加算当年度分の実績報告において金

額を確定するとともに、監査や当該翌年

度分の実績報告により、当該翌年度内に

その支払が完了したことを確認するこ

と。 
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（参考）令和２年度 処遇改善等加算通知に関する主な変更点等（令和２年７月 30 日内閣

府提供資料 抜粋）  
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（２）基準年度の見直し 

 ア 基準年度の見直し 

これまでは、処遇改善等加算ⅠとⅡで基準年度が異なっていましたが、今般の改正

により、処遇改善等加算Ⅰ・Ⅱ共通で、加算の算定起点となる基準年度を「ある特定

の年度」から「加算当年度の前年度」に見直しがなされました。 

 

改正前 改正後 

＜処遇改善等加算Ⅰ＞ 

 ⇒支援法による確認の効力が発生す

る年度の前年度 

 

⇒平成 27年３月 31日以前において既

に保育所として運営していた施設

については平成 24年度 

 

＜処遇改善等加算Ⅰ＞ 

① 「加算前年度に加算Ⅰの賃金改善要

件分の適用を受けており、加算当年

度に適用を受けようとする賃金改善

要件分に係る加算率が公定価格の改

定やキャリアパス要件の充足等によ

り加算前年度に比して増加する場

合」 

 又は、 

「私立高等学校等経常費助成費補助

金を受けていた幼稚園が初めて加算

Ⅰの賃金改善要件分の適用を受ける

場合」 

⇒加算前年度 

 

② 「新たに加算Ⅰの賃金改善要件分の

適用を受けようとする場合」 

次に掲げる場合に応じ、それぞれに

定める基準年度。 

ⅰ 加算前年度に加算Ⅰの賃金改善要

件分の適用を受けておらず、それ以前

に適用を受けたことがある場合 

⇒加算Ⅰの賃金改善要件分の適用を

受けた直近の年度 

 

ⅱ 加算当年度に初めて加算Ⅰの賃金

改善要件分の適用を受けようとする

場合 

⇒支援法による確認の効力が発生 

する年度の前年度 

（平成 26 年度以前に運営を開始し

た保育所にあっては、平成 24年度。） 



5 
 

改正前 改正後 

＜処遇改善等加算Ⅱ＞ 

⇒当該施設・事業所において最初に処

遇改善等加算Ⅱを取得した年度の

前年度 

＜処遇改善等加算Ⅱ＞ 

① 加算前年度に加算の適用を受けてお

り、加算当年度に適用を受けようと

する加算Ⅱ－①若しくは加算Ⅱ－②

の単価又は加算Ⅱ算定対象人数が公

定価格の改定により加算前年度に比

して増加する場合 

⇒加算前年度 

 

② 新たに加算の適用を受けようとする

場合 

次に掲げる場合に応じ、それぞれに

定める基準年度。 

 

ⅰ 加算前年度に加算Ⅱの適用を受け

ておらず、それ以前に適用を受けたこ

とがある場合 

⇒加算Ⅱの適用を受けた直近の年度 

 

 

ⅱ 加算当年度に初めて加算Ⅱの適用

を受けようとする場合 

⇒加算前年度 
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イ 毎年度の賃金改善の確認方法の見直し 

これまでは、賃金改善の確認方法が、処遇改善等加算ⅠとⅡで基準年度が異なる中で

確認する方法がとられてきましたが、今般の改正で計画・実績報告の手続きの簡素化を

図るため、基準年度の見直しに加え、確認方法も見直しがなされました。 

 

改正前 改正後 

＜処遇改善等加算Ⅰ＞ 

賃金改善見込額（賃金改善の実施に要

した費用の総額）が加算見込（実績）額

以上であること。 

＜処遇改善等加算Ⅰ＞ 

【加算Ⅰ新規事由がある場合】 

加算当年度における次に掲げる事由

（加算Ⅰ新規事由）（以下、①もしくは②

のいずれかの事由）に応じ、賃金改善実

施期間において、賃金改善等見込（実績）

総額が特定加算見込（実績）額を下回っ

ていないこと。 

 

①加算前年度に加算Ⅰの賃金改善要件

分の適用を受けており、加算当年度に

適用を受けようとする賃金改善要件

分に係る加算率が公定価格の改定や

キャリアパス要件の充足等により加

算前年度に比して増加する場合 

 

②新たに加算Ⅰの賃金改善要件分の適

用を受けようとする場合 

 

【加算Ⅰ新規事由がない場合】 

賃金見込総額（支払賃金総額）が加算

前年度の賃金水準に加算当年度の公定

価格における人件費の改定分を加えた

額を下回っていないこと。 
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改正前 改正後 

＜処遇改善等加算Ⅱ＞ 

賃金改善見込額（賃金改善の実施に要

した費用の総額）が加算見込（実績）額

以上であること。 

＜処遇改善等加算Ⅱ＞ 

【加算Ⅱ新規事由がある場合】 

加算当年度における次に掲げる事由

（加算Ⅱ新規事由）（以下、①もしくは②

のいずれかの事由）に応じ、賃金改善実

施期間において、賃金改善等見込（実績）

総額が特定加算見込（実績）額を下回っ

ていないこと。 

 

① 加算前年度に加算の適用を受けてお

り、加算当年度に適用を受けようと

する加算Ⅱ－①若しくは加算Ⅱ－②

の単価又は加算Ⅱ算定対象人数が公

定価格の改定により加算前年度に比

して増加する場合 

 

② 新たに加算の適用を受けようとする

場合 

 

【加算Ⅱ新規事由がない場合】 

加算対象職員に係る支払賃金が加算

前年度の賃金水準に加算当年度の公定

価格における人件費の改定分を加えた

額を下回っておらず、かつ、加算当年度

における加算対象者に毎月決まって支

払われる手当又は基本給の総額が加算

当年度の加算Ⅱによる加算見込（実績）

額を下回っていないこと。 
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（参考）令和２年度 処遇改善等加算通知に関する主な変更点等（令和２年７月 30日 

内閣府提供資料 抜粋） 
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（３）処遇改善等加算Ⅱの加算額の配分方法の要件緩和 

 ア 実際に月額４万円の賃金改善を行う職員数の緩和 

これまでは、処遇改善等加算Ⅱのうち「副主任保育士等」に係る加算額については、

実際に月額４万円の賃金改善を行う職員を一定数確保することを求め、その人数を

「４万円の加算額の算定対象人数の１/２（端数切捨て）以上」確保することとしてい

ましたが、今般の改正で「１人以上」に緩和されました。 

 

改正前 改正後 

副主任保育士等に係る賃金改善額は

原則として月額４万円とすること。 

ただし、施設・事業所における職員の

経験年数・技能及び給与実態等を踏ま

え、施設・事業所が必要と認める場合に

は、月額４万円の賃金改善を行う職員数

を「人数Ａ」に２分の１を乗じて得た人

数（１人未満の端数は切り捨て）確保し

た上で、その他の技能・経験を有する職

員について月額５千円以上月額４万円

未満の賃金改善額とすることができる

こと。 

副主任保育士等 

原則として月額４万円。ただし、月額

４万円の改善を行う者を１人以上確保

した上で、それ以外の副主任保育士等に

ついて月額５千円以上４万円未満の改

善額とすることができる。 

 

 

 
（参考）令和２年度 処遇改善等加算通知に関する主な変更点等（令和２年７月 30日 

内閣府提供資料 抜粋） 


